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（単位　千円）

（Ａ） （Ｂ） ％

881,226 869,487,510 870,368,736 860,022,650 101.2

平  成  26  年  度

６月現計予算額 (A)/(B)

補 正 予 算 額 計

１　平成27年度６月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別
補 正 前 の 額

平　　成　　27　　年　　度
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２ 　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入 （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

６月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 県 税 － 215,904,888 215,904,888 196,269,584 110.0

2
地 方 消 費 税
清 算 金

－ 73,781,000 73,781,000 51,562,000 143.1

3 地 方 譲 与 税 － 39,903,001 39,903,001 37,736,001 105.7

4
地 方 特 例
交 付 金

－ 648,000 648,000 650,000 99.7

5 地 方 交 付 税 － 207,004,000 207,004,000 215,499,000 96.1

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

－ 820,000 820,000 779,000 105.3

7
分 担 金 及 び
負 担 金

－ 4,245,456 4,245,456 2,433,151 174.5

8
使 用 料 及 び
手 数 料

－ 16,151,042 16,151,042 14,471,655 111.6

9 国 庫 支 出 金 595,780 105,994,706 106,590,486 105,717,985 100.8

10 財 産 収 入 － 1,854,886 1,854,886 1,840,755 100.8

11 寄 付 金 － 183,056 183,056 101,868 179.7

12 繰 入 金 147,952 17,560,637 17,708,589 34,423,346 51.4

13 繰 越 金 53,494 1 53,495 1,076,973 5.0

14 諸 収 入 － 79,385,837 79,385,837 82,200,332 96.6

15 県 債 84,000 106,051,000 106,135,000 115,261,000 92.1

計 881,226 869,487,510 870,368,736 860,022,650 101.2

(A)/(B)
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　　（２）　　歳　出（目的別） （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

６月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 議 会 費 － 1,447,429 1,447,429 1,455,672 99.4

2 総 務 費 15,633 35,487,878 35,503,511 41,042,095 86.5

3 民 生 費 73,972 112,289,038 112,363,010 109,714,304 102.4

4 衛 生 費 7,864 26,605,900 26,613,764 23,045,138 115.5

5 労 働 費 － 4,249,462 4,249,462 5,419,261 78.4

6 環 境 費 80,000 3,523,435 3,603,435 2,826,375 127.5

7 農 林 水 産 業 費 537,938 48,338,634 48,876,572 59,465,425 82.2

8 商 工 費 37,925 76,111,020 76,148,945 80,555,996 94.5

9 土 木 費 － 94,011,194 94,011,194 93,677,401 100.4

10 警 察 費 3,804 43,002,185 43,005,989 42,737,979 100.6

11 教 育 費 124,090 199,212,695 199,336,785 198,411,042 100.5

12 災 害 復 旧 費 － 8,650,747 8,650,747 5,416,951 159.7

13 公 債 費 － 137,106,697 137,106,697 139,250,190 98.5

14 諸 支 出 金 － 79,351,196 79,351,196 56,904,821 139.4

15 予 備 費 － 100,000 100,000 100,000 100.0

計 881,226 869,487,510 870,368,736 860,022,650 101.2

(A)/(B)
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　　（３）　歳　出（性質別） （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

６月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

－ 254,149,516 254,149,516 252,013,607 100.8

－ 16,012,692 16,012,692 14,167,609 113.0

－ 136,702,368 136,702,368 138,738,204 98.5

756,972 140,403,683 141,160,655 158,328,735 89.2

一般公共事業費 563,296 76,141,447 76,704,743 80,955,089 94.7

災害公共事業費 － 8,578,500 8,578,500 5,338,255 160.7

一般単独事業費 193,676 40,598,431 40,792,107 59,027,883 69.1

災害単独事業費 － 72,247 72,247 78,696 91.8

直轄事業負担金 － 15,013,058 15,013,058 12,928,812 116.1

124,254 322,219,251 322,343,505 296,774,495 108.6

計 881,226 869,487,510 870,368,736 860,022,650 101.2

(A)/(B)

そ の 他 行 政 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費
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信州型自然保育普及事業費 9,049
[040607]

次世代サポート課
  FAX　026-235-7087
  jisedai@pref.nagano.lg.jp

3,749

[040404]

人権・男女共同参画課
  FAX  026-235-7389
  jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

３　主 要 事 業 一 覧

事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

◎ 人口定着・確かな暮らし実現に向けた施策の展開
　◇信州ならではの魅力ある子育て環境づくり

　自然保育の普及と子育て世代の移住促進を図る
ため、信州型自然保育認定制度の情報発信を強化
するとともに、認定団体の人材育成を支援します。

　・認定団体への野外活動指導者の派遣
　・ポータルサイトの開設
　・子育て専門情報誌への掲載
　・自然保育体験会開催への助成

　
　*信州型自然保育認定団体数：30団体（平成27年度）
　*自然保育体験会の参加家族数：
　　　1,000組（うち県外家族数 50組）（平成27年度）

 ◇女性の活躍推進

固定的な性別役割分担意識の解消を図り、女性
が活躍する地域づくりを推進するため、子育て中の
女性の復職や社会参加を支援するとともに、信州ら
しい多様なライフスタイルについて発信します。

　・経済団体、教育機関等との連携会議の開催
　・女性の活躍や「イクメン」「イクボス」を推進する
　　ためのフォーラム、交流会の開催
　・育児休業からの復職や子育て中の女性の社会
　　参加を支援するためのセミナーの開催
　・パンフレット等による啓発

　*一人平均所定外労働時間（事業所規模５人以上）：
　　30.6時間（平成27年1-3月）→29.1時間（平成28年同）
  *男性の育児休業取得率：
                       3.2%（平成25年度）→5.0%（平成27年度）

女性の活躍を推進するライフ
スタイル発信事業費

新

新

新

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

新たな広域連携促進事業費 3,871
[020812]

地域振興課
  FAX　026-235-7397
　shinko@pref.nagano.lg.jp

保健・医療・介護情報一元化 7,864
事業費
[050105]

健康福祉政策課
  FAX　026-235-7485
  kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

信州消防団員応援ショップ 2,137
推進事業費
[010102]

消防課
  FAX  026-233-4332 　*信州消防団員応援ショップ参加数：

  shobo@pref.nagano.lg.jp 770店舗（平成27年度）

新県立４年制大学設立準備 123,730
事業費
[030902] 債務負担行為

(6,760,620)

県立大学設立準備課
  FAX　026-235-7489
  daigaku@pref.nagano.lg.jp

◎ 新県立４年制大学の設立準備

新たな県立４年制大学の平成30年4月開学に向
け、新校舎の建設工事等に着手します。

　・既存体育館解体工事
　　　 平成27年12月～平成28年 4月
　・新校舎（三輪キャンパス）建設工事
       平成28年13月～平成30年 2月

 ◇市町村と県との新たな連携の推進
　

王滝村が策定する幼児・学校・家庭教育の環境
整備による子育て世代の移住促進戦略及び御嶽山
登山だけに頼らない新たな観光戦略について、村と
県が連携し、検討を行います。

健康長寿世界一の信州を目指して、県と市町村
が連携した住民の健康管理や情報基盤づくりを進
めるため、長野圏域をモデル圏域として、保健・医
療・介護情報の一元化による疾病予防や必要な
サービス提供の体制整備について検討します。

　・一元化された情報の活用モデルの策定
　・保健・医療・介護情報総合分析システム（仮称）
　　の仕様策定

 ◇地域の担い手の確保

　地域防災の要である消防団の充実・強化を図るた
め、地域が消防団員を応援する新たな仕組みを整
備します。

　・消防団員を対象に割引等を行う店舗の登録・情
　　報提供

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

34,560

[070408]

ものづくり振興課
  FAX　026-235-7197
  mono@pref.nagano.lg.jp

畜産振興施設整備事業費 253,383
[090422]

園芸畜産課
  FAX　026-235-7481
  enchiku@pref.nagano.lg.jp

39,050

[100206]

信州の木活用課
  FAX　026-235-7364
  ringyo@pref.nagano.lg.jp

県産材供給体制整備事業費 141,296
[100308]

信州の木活用課県産材利用推進室

  FAX　026-235-7364
  mokuzai@pref.nagano.lg.jp

◎ 農林業の振興

畜産の収益性向上を図るため、畜産経営体、農業
協同組合、市町村等地域の関係者で構成する協議
会が計画に基づき行う施設整備を支援します。

　・事業主体　　畜産クラスター協議会
  ・補助率　　　　1/2以内

  *畜産振興施設の整備：５か所（平成27年度）

　計画的な搬出間伐を推進するとともに、間伐等素
材生産のコスト低減を図るため、高性能林業機械の
導入を支援します。

　・事業主体　　林業事業体等
　・補助率　　 　1/2以内

　*高性能林業機械の稼働台数：
     288台（平成26年度末見込）→309台（平成27年度末）

高性能林業機械導入推進事
業費

　県産材製品の安定生産・供給体制を構築し、県産
材の利用促進を図るため、製材・加工に係る施設の
整備を支援します。

　・事業主体　　民間事業体
　・補助率　　 　1/2以内

　*県産材製材品出荷量：
     　7,022㎥（平成26年度）→7,474㎥（平成27年度）

◎ 成長期待分野への展開支援

航空機産業等の開発を支援するため、工業技術
総合センターへ企業ニーズに沿った評価試験機器
を導入します。

　・サーマルデバイス評価試験機器
　　（熱特性を評価試験する機器）

　*技術相談件数 ： 100件（平成27年度）

地域オープンイノベーション促
進事業費（工業技術総合セン
ター事業費）

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

80,000

[060202]

環境エネルギー課
  FAX　026-235-7491
  kankyoene@pref.nagano.lg.jp

97,507

[100309]

信州の木活用課県産材利用推進室

  FAX　026-235-7364
  mokuzai@pref.nagano.lg.jp

山岳遭難防止緊急対策事業費 3,365
[080104]

山岳高原観光課
  FAX　026-235-7257
  mt-tourism＠pref.nagano.lg.jp （ふるさと信州寄附金基金活用事業）

登山者総合安全対策事業費 3,804
[160111]

山岳安全対策課
  FAX　026-232-1110
  police-kaikei@pref.nagano.lg.jp （ふるさと信州寄附金基金活用事業）

◎ 安心・安全な登山のための環境づくり

山岳遭難を抑制するため、登山道のピッチごとの
技術的難易度を評価するなど、「山のグレーディン
グ」を更に充実させ、全国への普及を図ります。

　・「山のグレーディング」ピッチ単位技術的難易度
　　評価
　・「山のグレーディング」普及用シート、多言語対応
　　（英語、中国語、韓国語）チラシの作成　等

　*遭難件数：272件(平成26年)→260件以下（平成27年）
　　遭難者数：301人(平成26年)→280人以下(平成27年)

近年多発する山岳遭難事故を防止するため、遭
難事故が増加している時期を中心に、山岳遭難救
助隊が配置されていないエリアでの山岳高原パト
ロールを強化します。

　*遭難件数：272件（平成26年）→260件以下（平成27年）

◎ 自然エネルギーの普及拡大

災害に強い低炭素な地域づくりを進めるため、市
町村が行う避難所や防災拠点等への自然エネル
ギー設備導入に対して助成します。

　・事業主体　市町村
　・補助率　　 10/10

　*発電設備容量でみるエネルギー自給率：
　　　70.0％（平成25年度）→70.0％以上（平成27年度）

　*１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：
　　　150件（累積）（平成27年度）

（グリーンニューディール基金活用事業）

公共施設等再生可能エネル
ギー導入推進事業費

県産材を活用した木質バイオマスの利用を促進
するため、木質バイオマスの加工・利用施設の整備
やペレットストーブ等の導入を支援します。

　・事業主体　　市町村、民間事業体等
　・補助率　　 　1/2以内

　*木質バイオマス生産量：
　　　31千㎥（平成26年度）→32千㎥（平成27年度）

森のエネルギー総合推進事
業費
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

農作物残雪対策事業補助金 6,702
[090106]

農業政策課
  FAX　026-235-7393
  nosei@pref.nagano.lg.jp

地域コミュニティ活動を活用 4,500
した被災者生活支援事業
補助金
[050415]

地域福祉課
  FAX　026-235-7172
  chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

新地方公会計整備促進事業費 5,876

財政課
  FAX　026-235-7475
  zaisei@pref.nagano.lg.jp

ふるさと信州寄付金の活用 7,529
[080104][160111][150912]

山岳高原観光課
  FAX　026-235-7257
  mt-tourism＠pref.nagano.lg.jp
山岳安全対策課
  FAX　026-232-1110
  police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

スポーツ課
  FAX　026-235-7476　
 sports-ka@pref.nagano.lg.jp 

長野県を応援したいという思いで贈られたふるさと
信州寄付金を活用して、事業を実施します。

　１　山岳遭難防止緊急対策事業
　　　「山のグレーディング」の普及促進　等
 　　　 3,365千円（再掲）

　２　登山者総合安全対策事業
　　　山岳高原パトロールの実施及び装備品の整備
　　　  3,804千円（再掲）

　３　スポーツによる元気な信州創出事業
　　　全国レクリエーション大会運営支援
　　　　360千円
　

◎ その他

残雪による農作物の作付け遅延等を防止するた
め、市町村が行う消雪剤の購入や、除雪用ブルドー
ザーの借上げを支援します。

  ・事業主体　　白馬村、小谷村、信濃町、飯山市
　　　　　　　　　　木島平村、野沢温泉村、栄村
　・補助率　 　 　5/10以内

  *緊急対策実施市町村の数：７市町村

東日本大震災等による避難者が地域との絆を深
め地域に根差した生活を送れるようにするため、市
町村が行う相談支援や交流機会の提供等に要する
経費に対して助成します。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　  　10/10

　＊交流会等への延べ参加者数：
　　 1,200人（平成27年度）

統一的な基準による地方公会計の整備を進める
ため、これまで未整備の固定資産台帳を外部専門
家の支援を活用しながら整備します。

　*統一的な基準による地方公会計の導入：平成28年度

新
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